４・２６第一次道本部統一行動日メッセージ
　昨年の衆議院選挙の結果、「国・地方を含めて幅広に公務員等の給与を削減することにより、公務員総人件費を国・地方あわせて年間２兆円削減」することを政権公約に掲げた安倍政権が誕生した。その主要なターゲットは「地方交付税等の減額を通じた、国公の臨時特例法の反映による地公の給与削減」である。今年１月には地方にも７月から国同様の給与削減措置の実施を要請すること、また給与削減措置を地方財政計画、地方交付税の算定に反映する方針を閣議決定した。その根拠となる地方交付税法等改正案は３月29日に成立し、2013年度政府予算案は、遅くとも５月中旬には成立する情勢である。
　われわれ自治労北海道本部は、政策目的実現のために自治体の固有財源である地方交付税を恣意的に利用した政府の地方公務員給与引き下げ強制に対して、①地方自治の精神に反する、②労使自治に反する、③国に先駆けた行政改革や給与削減の努力を無視している、④臨時特例法附則に明記された「自主的かつ適切に対応」と矛盾する、⑤地域経済・給与への影響が大きく政府の掲げるデフレ脱却政策に矛盾すること－を指摘し、地方財政の確立・地方自治を守るたたかいと位置付け、総務大臣宛大型はがき行動や中央行動への結集など、政府に対するたたかいを展開するとともに、４月26日を対自治体交渉の第一次の山場に設定し、たたかいを進めてきた。
　北海道における現段階の状況は、「削減しない」と回答を得た自治体が35自治体、「削減提案を受けている」または「提案の動きがある」自治体が25自治体となっており、この他の多くの自治体が横にらみ状態で推移している。全国でも一部の都市圏を除いて同様な状況であり、６月定例会を前にした５月段階のたたかいが最大の山場となる。
こういった難しい情勢の中でも、４月段階では一つの自治体も国による不当な給与削減要請を受け入れることなく、「国の要請に基づく給与削減をしないこと」を強く求めてきた。また、多くの自治体で、当局から今回の国の措置に対する遺憾の意を労使交渉の場や議会答弁の中で引き出したことは一定の成果である。
　来る第二次道本部統一行動日の５月の最大の山場にむけては、引き続き、各単組・総支部が闘争体制を継続し、「国の要請に基づく給与削減は認めない」という強い意思を当局へ示すことが必要である。「政府・自民党の暴挙を絶対に許さず、必要な住民サービスはわれわれの手で守る」という決意のもと、地方財政確立のたたかいを自治労北海道に結集する全組合員が一丸となって進めていこう。
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